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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当たり中間(当期)純損失であり、また、潜在

株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第55期中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第54期中 第55期中 第56期中 第54期 第55期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 21,903 25,647 20,952 62,914 68,023 

経常利益又は 

経常損失（△） 
(百万円) △764 △684 △2,425 302 △1,828 

中間(当期)純損失 (百万円) 566 557 2,186 30 1,433 

純資産額 (百万円) 24,928 24,583 20,833 25,551 23,408 

総資産額 (百万円) 58,895 60,791 64,351 61,871 61,684 

１株当たり純資産額 (円) 944.78 931.74 789.60 968.39 887.21 

１株当たり中間 

(当期)純損失 
(円) 21.58 21.13 82.85 1.18 54.35 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 42.3 40.4 32.4 41.3 37.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △1,145 △2,460 △4,278 △2,890 245 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △914 △256 △1,135 335 △807 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △54 △145 2,853 △200 △291 

現金及び現金同等物 

の中間期末(期末)残高 
(百万円) 6,986 3,495 2,937 6,360 5,504 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕 
(人) 

1,323 

〔108〕

1,224 

〔95〕

1,167 

〔111〕

1,259 

〔101〕

1,197 

〔104〕



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。また、第54期中間会計

期間、第55期中間会計期間、第56期中間会計期間及び第55期事業年度の潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益については、１株当たり中間(当期)純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

３ 純資産額の算定にあたり、第55期中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第54期中 第55期中 第56期中 第54期 第55期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 21,539 25,079 20,266 60,144 65,381 

経常利益又は 

経常損失（△） 
(百万円) △634 △599 △2,300 430 △1,810 

当期純利益又は中間 

(当期)純損失（△） 
(百万円) △425 △456 △2,057 152 △1,391 

資本金 (百万円) 2,985 2,985 2,985 2,985 2,985 

発行済株式総数 (千株) 27,940 27,940 27,940 27,940 27,940 

純資産額 (百万円) 24,896 24,694 21,013 25,561 23,461 

総資産額 (百万円) 57,666 60,058 63,662 60,764 60,847 

１株当たり純資産額 (円) 943.57 935.92 796.41 968.78 889.19 

１株当たり当期純利 

益又は中間(当期)純 

損失（△） 

(円) △16.20 △17.32 △77.98 5.80 △52.72 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) 5.5 5.5 5.5 11 11 

自己資本比率 (％) 43.2 41.1 33.0 42.1 38.6 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕 
(人) 

1,197 

〔95〕

1,116 

〔88〕

1,063 

〔101〕

1,149 

〔91〕

1,094 

〔95〕



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔  〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

        ２ 建設事業の事業部門別従業員数については、区分が困難なため、記載を省略しております。 

３ 上記従業員数には、平成19年７月13日付希望退職者募集による退職者（平成19年９月30日以降に退職）254

名が含まれております。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔  〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

２ 上記従業員数には、平成19年７月13日付希望退職者募集による退職者（平成19年９月30日以降に退職）254

名が含まれております。 

(3) 労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

建設事業 1,136〔110〕 

不動産賃貸等事業 2〔 1〕 

全社(共通) 29〔 －〕 

合計 1,167〔111〕 

  平成19年９月30日現在

従業員数(人) 1,063〔101〕 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

  当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、雇用情勢は厳しさが残り個人消費は足踏みしていたものの、企業

収益が高水準で推移するなか、設備投資も引き続き増加基調にあるなど、景気は回復基調を保っておりました。 

 建設業界におきましては、住宅建設はおおむね横ばいとなっているものの、公共工事におきましては、公共投資

関連予算が前年度比で減少した影響を受け、引き続き前年を下回り総じて低調に推移いたしました。 

 このような情勢のなかで、当社グループはコア事業である橋梁分野のシェア拡大への努力と建築工事や海外事業

等の受注活動に努めた結果、当中間連結会計期間の受注高は35,251百万円と前年同期に比べ30.0％増加しました。 

 また、当中間連結会計期間の売上高は20,952百万円と前年同期に比べ18.3％減少し、損益面につきましては、総

コストの削減に努めましたが、受注単価の下落を補うことができず経常損失2,425百万円となり、特別損失に希望退

職者募集実施による特別退職金等を計上し、中間純損失は2,186百万円を計上する結果となりました。 

  なお、当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きい

ため、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節

的変動があります。 

  

①（建設事業） 

 建設事業の売上高は20,736百万円（前中間連結会計期間比81.2％）、営業損失1,968百万円（前中間連結会計期間

営業損失218百万円）となりました。 

②（不動産賃貸等事業） 

 当事業の主な営業内容は、事務所ビル及び駐車場の賃貸とその管理業務、損害保険の代理業務であります。 

 不動産賃貸等事業の売上高は257百万円（前中間連結会計期間比160.8％）、営業利益は138百万円（前中間連結会

計期間比470.9％)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動により4,278百万円の減少、投資活動により1,135百

万円の減少、財務活動により2,853百万円の増加となり、現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の当中間

連結会計期間末残高は期首残高5,504百万円より2,566百万円減少し2,937百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、主な減少要因として、税金等調整前中間純損失が3,473百万円（前年同期

の税金等調整前中間純損失683百万円)、未成工事支出金9,629百万円の増加（前年同期6,463百万円の増加)及び仕入

債務2,005百万円の減少（前年同期1,015百万円の減少）があり、また、増加要因として、売上債権7,118百万円の減

少（前年同期4,579百万円の減少)及び未成工事受入金3,476百万円の増加（前年同期2,628百万円の増加)があり、

4,278百万円の減少（前年同期2,460百万円の減少）となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出857百万円（前年同期148百万円）等で、

1,135百万円の減少（前年同期256百万円の減少)となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加3,000百万円、配当金の支払146百万円（前年同期145百

万円）等で、2,853百万円の増加（前年同期145百万円の減少)となりました。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

(2) 売上実績 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社グループでは建設事業以外は受注生産を行っておりません。 

３ 当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。 

４ 売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。 

区分 事業部門 前中間連結会計期間(百万円) 当中間連結会計期間(百万円) 

建設事業 

工事施工 26,107 34,463 

製品製造 1,002 586 

小計 27,109 35,049 

不動産賃貸等事業 ― 202 

合計 27,109 35,251 

区分 事業部門 前中間連結会計期間(百万円) 当中間連結会計期間(百万円) 

建設事業 

工事施工 24,180 20,306 

製品製造 1,355 430 

小計 25,535 20,736 

不動産賃貸等事業 111 215 

合計 25,647 20,952 

前中間連結会計期間    

国土交通省 3,340百万円 13.0％

当中間連結会計期間    

国土交通省 2,699百万円 12.9％



なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。 

建設事業における受注高及び施工高の状況 

① 受注高、売上高、繰越高及び施工高 

 （注）１ 前期以前に受注した工事で契約更改により請負金額に増減があるものについては、期中受注高にその増減額

を含めております。 

２ 期中施工高は、受注高×進捗度によって算出しております。 

３ 期中施工高は(期中売上高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致します。 

４ 売上高は上記の他、不動産賃貸等事業によるものが前上半期100百万円、前期296百万円あります。なお、当

上半期の不動産賃貸等事業については、製品等の期中受注高、期中売上高及期中施工高にそれぞれ200百万

円を含めて表示しております。 

② 受注工事高及び完成工事高について 

 当社は建設市場の状況を反映して工事の完成が下半期に集中し、 近３年間についてみても次のように上半期

の完成工事高は１年通期の35.5～44.2％となっております。 

期別 種類別 
期首 
繰越高 

(百万円) 

期中 
受注高 
(百万円) 

計 
(百万円) 

期中 
売上高 

(百万円) 

期末繰越高 
期中 

施工高 
(百万円) 

手持高 
(百万円) 

うち施工高 
(％、百万円) 

前上半期 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

土木工事 50,586 15,429 66,015 16,083 49,931 20.7 10,330 19,504 

建築工事 18,507 9,694 28,202 7,899 20,302 24.6 5,001 10,961 

計 69,093 25,123 94,217 23,983 70,233 21.8 15,331 30,465 

製品 1,323 1,332 2,156 995 1,660 28.9 480 1,087 

合計 70,416 26,456 96,873 24,978 71,894 22.0 15,811 31,553 

当上半期 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

土木工事 53,588 22,387 75,976 12,835 63,149 19.2 12,113 18,253 

建築工事 16,377 9,354 25,732 6,624 20,439 21.4 4,372 8,751 

計 69,966 31,742 101,708 19,460 83,589 19.7 16,485 27,005 

製品等 3,288 1,922 5,211 806 3,063 23.7 725 1,038 

合計 73,254 33,665 106,919 20,266 86,653 19.9 17,211 28,043 

前期 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

土木工事 50,586 43,336 93,922 40,333 53,588 12.5 6,694 40,118 

建築工事 18,507 19,440 37,947 21,569 16,377 13.7 2,245 21,876 

計 69,093 62,776 131,870 61,903 69,966 12.8 8,940 61,995 

製品 1,323 5,146 6,469 3,181 3,288 15.6 514 3,307 

合計 70,416 67,923 138,339 65,085 73,254 12.9 9,454 65,302 

期別 

受注工事高 完成工事高 

１年通期(Ａ) 
(百万円) 

上半期(Ｂ) 
(百万円) 

(Ｂ)／(Ａ)％ 
１年通期(Ｃ) 
(百万円) 

上半期(Ｄ) 
(百万円) 

(Ｄ)／(Ｃ)％ 

第53期 63,602 27,474 43.2 68,178 30,134 44.2 

第54期 68,811 20,915 30.4 57,128 20,254 35.5 

第55期 62,776 25,123 40.0 61,903 23,983 38.7 

第56期 ― 31,742 ― ― 19,460 ― 



③ 完成工事高 

 （注）１ 前上半期完成工事のうち請負金額４億円以上の主なもの 

当上半期完成工事のうち請負金額３億円以上の主なもの 

２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであり

ます。 

④ 手持工事高(平成19年９月30日現在) 

 （注） 手持工事のうち請負金額10億円以上の主なもの 

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円) 

前上半期 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

土木工事 13,892 2,190 16,083 

建築工事 927 6,972 7,899 

計 14,820 9,162 23,983 

当上半期 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

土木工事 12,572 262 12,835 

建築工事 992 5,631 6,624 

計 13,565 5,894 19,460 

独立行政法人水資源機構 徳山ダム６号橋工事 

国土交通省 吉原高架橋上部工工事 

国土交通省 付替県道１号橋上部工工事 

日本道路公団 中部横断自動車道江原高架橋 

福岡県 唐尾広川線南筑橋上部工工事 

㈱富士田商事 森の泉新築工事 

㈱マリモ ポレスターレイクシティ諏訪壱番館新築工事 

西日本高速道路㈱ 高知自動車道中谷第一橋工事 

山口県 一般国道434号宇佐郷橋橋りょう整備工事 

山形県 一般国道112号出羽大橋架設工事 

前上半期    

国土交通省 3,200百万円 13.3％

当上半期    

国土交通省 2,533百万円 13.0％

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円) 

土木工事 57,981 5,168 63,149 

建築工事 1,586 18,852 20,439 

計 59,568 24,021 83,589 

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路乙川橋工事 平成23年11月完成予定

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路中ノ合高架橋上り線工事 平成22年４月完成予定

ALDAR(アラブ首長国連邦) SHAHAMA-SAADIYAT FREEWEAY(PACKAGE2) 平成21年９月完成予定

㈱マリモ ポレスターステーションシティ城山新築工事  平成20年９月完成予定

独立行政法人鉄道建設・ 

運輸施設整備支援機構 
東北新幹線七戸地区軌道スラブ製作工事 平成21年２月完成予定



３【対処すべき課題】 

  当社グループが属する建設セクターでは、政府建設投資の削減が続き厳しい受注競争に晒されております。一方で

は、総合評価方式、技術提案型入札など価格以外の要素を反映させる様々な入札方式も実施に移されております。今

後当社は収益性を高めるために、合併によって得られた高い技術力を前面に押し出してこのような入札方式で成果を

挙げられるよう努力するとともに、低落札率が続く環境の下でも存続できるよう更に企業体質の改善に努めてまいり

ます。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

    株式會社白石との合併契約 

 当社は、平成19年１月26日開催の取締役会において決議の上、株式會社白石（以下、「白石」といいます。）と

の間で、平成19年10月１日を効力発生日とする合併契約書を締結し、平成19年６月28日開催の白石の株主総会及び

同日開催の当社の株主総会で承認され、平成19年10月１日に合併いたしました。 

①合併の目的 

 当社はプレストレストコンクリート橋梁建設の大手としてコンクリート橋梁上部工工事を主たる事業としており

ます。また、白石はニューマチックケーソンの 大手として橋梁下部工工事、一般土木工事を主たる事業としてお

ります。現在、両社を取り巻く環境は非常に厳しく、新たな入札方式への対応、価格競争力の強化と低利益率に適

応できる企業体質の改善が喫緊の課題となっております。新たな入札方式の対応については、コア事業であるコン

クリート橋梁の上部、下部、各々の優れた技術を融合することにより、極めて高い技術優位性を確保することがで

きるため、受注の拡大を図ることが可能になります。また、価格競争力の強化と企業体質の改善についても、本合

併によって設計・施工体制の強化と効率化、あるいは、規模の拡大による工事採算の向上、また、事業拠点の統廃

合、間接部門のスリム化などにより、一層の経費削減を図ることを目的としております。  

②合併期日 

   平成19年10月１日 

③合併の法的形式 

   当社を合併存続会社、白石を合併消滅会社とする吸収合併 

④取得の対価として交付した株式の種類、交換比率及びその算定方法 

  白石の普通株式１株に対し、当社の普通株式0.3株を割当交付いたします。ただし、白石が所有する白石の普通株

式については割当交付を行いません。合併交付金の支払いはありません。 

   なお、合併に用いられる本割当て比率の協議を行うに際しては、両社はそれぞれ第三者算定機関に割当て比率の

算定を依頼し、当社は大和証券エスエムビーシー㈱より、白石は㈱みずほ銀行より、「合併比率算定書」を受領し

ております。 

⑤合併後の合併存続会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額及び事業の内容 

   商号                       オリエンタル白石株式会社 

  本店の所在地               東京都千代田区平河町二丁目１番１号 

  代表者の氏名               柿塚輝昭、相馬諄胤、手島佐利 

  資本金の額                 30億円 

  事業の内容                 プレストレストコンクリート建設工事、橋梁・道路等基礎工事、一般土木、建築工

事の施工等 

  

５【研究開発活動】 

   当社は、技術立社の観点から会社創立以来培ってきたプレストレストコンクリート（以下「ＰＣ」といいま

す。）に関する豊富な知識と経験を活かし、より技術的に優れた企業として、その位置を確保するべく、基礎研

究から新製品及び新工法の開発まで幅広く取り組んでおります。近年ますます高度化、多様化するニーズに対応

するために、当社の独自技術を研鑽するとともに、大学、各種研究機関及び異業種企業との共同研究も積極的に

推進しております。 

  当中間連結会計期間においてこれらの活動に投入した研究開発費の総額は154百万円であり、主な研究開発テ

ーマとその内容は次のとおりであります。また、当社における研究開発活動は、すべて建設事業に関わるもので

あり、工事施工部門及び製品製造部門に共通するものが多く、事業部門別に区分しての記載はしておりません。 

  なお、子会社において研究開発活動は行っておりません。 

 



(1) 繊維補強コンクリート構造の研究開発 

  合理的構造によるコスト縮減を目標としたＰＲＣ橋にスチールファイバーを積極的に適用することで、ひび割

れ発生を制御して、より経済的なコンクリート橋梁を可能にする新しいファイバーコンクリート技術を実用化し

ました。西日本高速道路㈱発注の池田高架橋東工事のＶＥ提案に採用され二主版桁構造の連続高架橋を施工し、

設計・施工技術を確立しました。プレストレスとファイバーコンクリート技術を合理的に結合させた新しいＰＣ

技術として、高強度コンクリートへの適用も検討しております。 

 

(2) 当社独自の取替え床版の開発 

 供用年数・交通量の増加とともに損傷が増大化している鋼橋のコンクリート床版の取替え床版として、ＳＬＪ

スラブを開発しました。 ＳＬＪスラブは、既存床版と同等の床版厚で既存の鋼主桁への重量負担を増加させな

いプレキャストＰＣ版で環境と耐久性に優れた床版構造です。プレキャストＰＣ版相互の接続には独自に開発し

た継手構造を適用し、その性能は独立行政法人土木研究所での輪荷重走行試験装置にて十分な疲労耐久性が確認

されました。現在、融雪剤の影響を受けて痛んだ鋼橋のＲＣ床版の取替え工事を施工中であります。 

 

(3) 電気防食工法の開発 

  海岸など厳しい塩害環境下にあるコンクリート構造物の耐久性を高めて寿命を延ばす電気防食工法の研究開発

において、当社独自のニッケル被覆炭素繊維シートを陽極材とした新しい電気防食工法を開発し、熊本県天草市

発注の椚島橋に採用され、平成17年７月に施工を行いました。平成18年度には、高知県、島根県にて橋梁の上部

工と下部工を施工し、施工実績は５件となっております。コンクリート面を傷つけない独自の施工法とコスト低

減効果によって実績が増加しております。平成19年４月にはＮＥＴＩＳ（国土交通省 新技術情報提供システ

ム）にも登録されました。 

 

(4) ＮＡＰＰアンカー工法の開発 

  当社保有技術のＮＡＰＰ工法をさらに発展させた新しいＰＣ工法、内面処理を行ったコンクリートさく孔に中

空ＰＣ鋼棒を定着してプレストレスを与える「ＮＡＰＰアンカー工法」の実績が増加しています。ＮＡＰＰアン

カー工法は、既存コンクリート構造物の補強にその効力を発揮するもので、新たにＮＡＰＰ６０Ｔを適用するシ

ステムを追加し、建築構造物の耐震補強、既存の橋梁上部工と下部工、容器構造物の補強など幅広い分野への適

用が拡大しております。ＮＡＰＰ工法技術研究会のもとで同工法の設計施工マニュアルが整備され、平成19年２

月にはＮＥＴＩＳ（国土交通省 新技術情報提供システム）に新しく登録されました。 

 

(5) セメント系プレグラウトＰＣ鋼材の開発 

  当社では、安全で経済的な材料を使用したセメント系プレグラウトＰＣ鋼材を平成15年から継続して研究開発

してまいりました。この間、温度履歴など施工環境に関する実用的技術を確立し、東北新幹線のＰＣ高架橋の床

版横締めに採用、施工されました。現場でのグラウト作業が不要、施工品質が高く、施工環境に安全で、コスト

にも優れるセメント系プレグラウトＰＣ鋼材は平成18年度に道路橋２件、鉄道橋１件に採用され、今後の適用が

拡大しています。 

 

(6) 新しいプレキャストＰＣ建築部材の開発 

  ＰＣ造建築構造物では、プレテンション方式ＰＣ部材の部材端部のプレストレス性状などから、地震力を受け

る柱・梁などの主要構造部材には、主にポストテンション方式のＰＣ部材が用いられてまいりました。当社で

は、経済性・施工性に優れたプレテンション方式における独自の定着システムを開発し、平成18年度には性能確

認試験を実施して、プレストレス性状など主要な性能を確認しました。ＰＣ専門工場で製作した安価で品質に優

れるプレテンション方式のＰＣ部材を主要構造部材に適用することによって、さらなる現場作業の軽減・工期短

縮による顧客満足度の向上を図ることができます。 

 

(7) ＰＣ壁体の止水機能の開発 

 地下水位の高い場所で計画される半地下構造物や地下構造物へのプレキャストＰＣ部材の適用拡大を目的に、

ＰＣ壁体部材間の接合部にベントナイトを活用した安価で高性能の止水性能を有する構造を開発しました。平成

19年８月には実物大の止水実験を公開し、部材間の縦方向のズレが生じても止水機能が保持されることが確認さ

れました。現在もそのままの状態で長期止水性能が確認されております。  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

（提出会社） 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

（国内子会社） 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（建設事業） 

 当中間連結会計期間において前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。 

（不動産賃貸等事業） 

 前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等はありません。

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 (注) 平成19年10月１日の合併により旧株式會社白石の普通株式１株に対し、当社の普通株式0.3株を割当交付したた 

め中間会計期間末に比べて5,254,920株増加しております。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 27,940,000 33,194,920(注) 
東京証券取引所 

(市場第一部) 
― 

計 27,940,000 33,194,920 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額

(百万円) 

資本金残高 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 27,940 － 2,985 － 2,013 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか当社所有の自己株式1,555.2千株（5.57％）があります。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式120,500株(議決権120個)が含

まれております。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式58株が含まれております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

太平洋セメント株式会社 東京都中央区明石町８－１ 5,210.0 18.65 

みずほ信託退職給付信託 

神鋼鋼線工業口再信託受託者 

資産管理サービス信託 

東京都中央区晴海１－８－１２ 2,376.0 8.50 

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町２－６－３ 2,376.0 8.50 

日本軽石興業株式会社 長野県北佐久郡軽井沢町１３０６ 1,584.0 5.67 

野村信託銀行株式会社(信託口)  東京都千代田区大手町２－２－２ 1,289.0 4.61 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 1,165.0 4.17 

オリエンタル建設取引先持株会  東京都千代田区平河町２－１－１ 884.3 3.16 

オリエンタル建設従業員持株会  東京都千代田区平河町２－１－１ 883.8 3.16 

住友電気工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４－５－３３ 686.4 2.46 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２－７－１ 525.7 1.88 

計 ― 16,980.2 60.77 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

普通株式  1,555,200 
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式   26,379,300 263,793 ― 

単元未満株式 普通株式        5,500 ― ― 

発行済株式総数 27,940,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 263,793 ― 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

(1) 新任役員 

 (注)１ 平成19年10月１日の合併効力発生日から平成20年３月期に係る定時株主総会の終結の時までであります。 

   ２ 平成19年10月１日の合併効力発生日から平成23年３月期に係る定時株主総会の終結の時までであります。 

  

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 

オリエンタル建設株式会社 

東京都千代田区平河町 

２－１－１ 
1,555,200 ― 1,555,200 5.57 

計 ― 1,555,200 ― 1,555,200 5.57 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高(円) 437 405 398 400 389 353 

低(円) 383 362 373 366 338 301 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

就任年月日

取締役 

(代表取締役) 
  相馬 諄胤 昭和19年６月10日生

昭和42年４月  白石基礎工事株式会社(株

式會社白石)入社 

平成６年６月  同社取締役 

平成15年５月  同社専務取締役営業本部長

平成16年４月  同社代表取締役社長 

平成19年10月  当社代表取締役副社長(現

任) 

(注)１ 3.3 
平成19年

10月１日

取締役 技術担当 竹内 純一郎 昭和13年５月５日生

昭和37年４月  白石基礎工事株式会社(株

式會社白石)入社 

昭和61年６月  同社取締役仙台支店長 

平成13年４月  同社取締役副社長 

平成18年８月  同社代表取締役副社長土木

部門総括兼海外事業担当 

平成19年10月  当社取締役専務執行役員

(現任) 

(注)１ 6.5 
平成19年

10月１日

取締役 
管理本部 

副本部長 
出路  正 昭和23年２月18日生

昭和41年４月  白石基礎工事株式会社(株

式會社白石)入社 

平成13年６月  同社取締役経理・情報部門

担当 

平成18年６月  同社取締役常務執行役員管

理本部副本部長兼経理部担

当兼内部監査室長兼コンプ

ライアンス統括室長 

平成19年10月  当社取締役常務執行役員

(現任) 

(注)１ 1.5 
平成19年

10月１日

監査役 

(常勤) 
  尾崎  博 昭和18年11月５日生

昭和42年４月  株式会社第一銀行(現みず

ほ銀行)入行 

平成６年６月  同行仙台支店長 

平成８年６月  株式會社白石顧問 

同社取締役企画室長 

平成16年５月 同社代表取締役副社長管理

本部長  

平成19年10月  当社監査役(現任) 

(注)２  1.5 
平成19年

10月１日



(2) 退任役員 

該当事項はありません。 

(3) 役職の異動 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏  名 異動年月日 

取締役専務執行役員 

   （施工・技術本部長） 

取締役専務執行役員 

   （営業本部）  
    小嶺 啓藏   平成19年10月１日 

取締役専務執行役員 

   （管理本部長 

     兼経営企画部長） 

  

取締役専務執行役員 

   （社長室長 

     兼経営企画室長 

     兼新事業開発室長）  

    加賀屋 正之  平成19年10月１日 

取締役常務執行役員 

   （施工・技術本部副本部長 

     兼技師長） 

取締役常務執行役員 

   （住宅事業部長） 

  

    八田 吉弘  平成19年10月１日 

取締役常務執行役員 

   （営業本部副本部長 

     兼事業開発部長） 

取締役常務執行役員 

   （営業本部建築部長） 

  

    齋藤 充志  平成19年10月１日 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第

14号)に準じて記載しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)

に準じて記載しております。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務

諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金預金     3,495     2,937     5,504   

２ 受取手形・完成工
事未収入金等 

※ 
3,4,5 

  14,900     9,983     17,105   

３ 未成工事支出金     15,460     19,500     9,904   

４ 開発事業支出金     966     2,750     2,240   

５ その他たな卸資産     1,235     1,136     1,512   

６ その他 ※５   2,562     4,443     3,084   

貸倒引当金     △63     △28     △90   

流動資産合計     38,557 63.4   40,724 63.3   39,260 63.6 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産 ※１                   

(1) 建物   3,732     3,520     3,629     

(2) 土地   9,944     9,771     9,972     

(3) その他   1,743 15,421   2,736 16,027   2,044 15,646   

２ 無形固定資産                     

(1) のれん   245     184     214     

(2) その他   472 717   592 776   469 684   

３ 投資その他の資産                     

(1) 投資有価証券   2,384     1,496     2,047     

(2) その他   3,746     5,413     4,098     

貸倒引当金   △36 6,095   △86 6,822   △52 6,093   

固定資産合計     22,234 36.6   23,627 36.7   22,424 36.4 

資産合計     60,791 100   64,351 100   61,684 100 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 支払手形・工事未
払金等 

※４   17,279     18,050     20,083   

２ 短期借入金 ※６   ―     3,000     ―   

３ 未成工事受入金     10,357     11,151     7,675   

４ 完成工事補償引当
金 

    95     78     100   

５ 工事損失引当金     304     1,426     1,040   

６ その他     1,205     4,222     2,531   

流動負債合計     29,242 48.1   37,929 58.9   31,431 51 

Ⅱ 固定負債                     

１ 退職給付引当金     4,608     3,301     4,508   

２ 役員退職慰労金引
当金 

    1     3     3   

３ その他     2,354     2,283     2,331   

固定負債合計     6,965 11.5   5,588 8.7   6,843 11.1 

負債合計     36,207 59.6   43,517 67.6   38,275 62.1 

(純資産の部)                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     2,985 4.9   2,985 4.6   2,985 4.8 

２ 資本剰余金     2,022 3.3   2,022 3.1   2,022 3.3 

３ 利益剰余金     17,962 29.6   14,681 22.9   16,940 27.4 

４ 自己株式     △704 △1.2   △704 △1.1   △704 △1.1 

株主資本合計     22,265 36.6   18,984 29.5   21,243 34.4 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券 
評価差額金 

    1,092 1.8   698 1.1   943 1.5 

２ 繰延ヘッジ損益     6 0.0   ―     0 0.0 

３ 土地再評価差額金     1,220 2.0   1,148 1.8   1,220 2.0 

４ 為替換算調整勘定     ―     1 0.0   1 0.0 

評価・換算差額
等合計 

    2,318 3.8   1,849 2.9   2,165 3.5 

純資産合計     24,583 40.4   20,833 32.4   23,408 37.9 

負債純資産合計     60,791 100   64,351 100   61,684 100 

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高     25,647 100   20,952 100   68,023 100 

Ⅱ 売上原価     23,066 89.9   20,553 98.1   63,587 93.5 

売上総利益     2,580 10.1   398 1.9   4,435 6.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   3,283 12.8   2,670 12.7   6,311 9.3 

営業損失     703 △2.7   2,271 △10.8   1,875 △2.8 

Ⅳ 営業外収益                     

受取利息   5     29     17     

受取配当金   10     9     18     

機械等賃貸収入   7     2     14     

特許権実施料   7     1     17     

その他   33 64 0.2 35 78 0.4 95 162 0.2 

Ⅴ 営業外費用                     

支払利息   0     17     18     

持分法による投資
損失 

  ―     7     ―     

コミットメント 
ライン費用 

  4     144     17     

工事前受金保証料   21     19     34     

機械等賃貸費用   3     0     7     

その他   16 45 0.2 43 232 1.2 38 115 0.1 

経常損失     684 △2.7   2,425 △11.6   1,828 △2.7 

Ⅵ 特別利益                     

貸倒引当金戻入益   42     59     15     

会員権売却益   ―     21     1     

その他   ― 42 0.2 ― 81 0.4 60 77 0.1 

Ⅶ 特別損失                     

特別退職金等   ―     789     ―     

減損損失 ※３ ―     270     ―     

固定資産除却損   39     17     43     

投資有価証券評価
損 

  1     ―     146     

その他   ― 40 0.2 52 1,129 5.4 ― 190 0.3 

税金等調整前中間
(当期)純損失 

    683 △2.7   3,473 △16.6   1,941 △2.9 

法人税、住民税 
及び事業税 

  50     33     68     

法人税等調整額   △176 △125 △0.5 △1,320 △1,287 △6.2 △575 △507 △0.8 

中間(当期)純損失     557 △2.2   2,186 △10.4   1,433 △2.1 

             



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,985 2,022 18,665 △704 22,968 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当(前期利益処分)   △145   △145 

役員賞与(前期利益処分)   △0   △0 

中間純損失   △557   △557 

自己株式の取得   △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― ― △702 △0 △702 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,985 2,022 17,962 △704 22,265 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,362 ― 1,220 2,582 25,551 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当(前期利益処分)     △145 

役員賞与(前期利益処分)     △0 

中間純損失     △557 

自己株式の取得     △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) 

△270 6 ― △264 △264 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

△270 6 ― △264 △967 

平成18年９月30日残高(百万円) 1,092 6 1,220 2,318 24,583 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 2,985 2,022 16,940 △704 21,243

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当   △145   △145

中間純損失   △2,186   △2,186

自己株式の取得   △0 △0

土地再評価差額金の取崩   71   71

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) 

    

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

－ － △2,259 △0 △2,259

平成19年９月30日残高(百万円) 2,985 2,022 14,681 △704 18,984

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 943 0 1,220 1 2,165 23,408

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当     △145

中間純損失     △2,186

自己株式の取得     △0

土地再評価差額金の取崩     71

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) 

△244 △0 △71 0 △316 △316

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

△244 △0 △71 1 △316 △2,575

平成19年９月30日残高(百万円) 698 － 1,148 1 1,849 20,833



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,985 2,022 18,665 △704 22,968

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当(前期利益処分)   △145   △145

剰余金の配当   △145   △145

役員賞与(前期利益処分)   △0   △0

当期純損失   △1,433   △1,433

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額) 

    

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

― ― △1,724 △0 △1,724

平成19年３月31日残高(百万円) 2,985 2,022 16,940 △704 21,243

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,362 ― 1,220 ― 2,582 25,551

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当(前期利益処分)     △145

剰余金の配当     △145

役員賞与(前期利益処分)     △0

当期純損失     △1,433

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額) 

△419 0 ― 1 △417 △417

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

△419 0 ― 1 △417 △2,142

平成19年３月31日残高(百万円) 943 0 1,220 1 2,165 23,408



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

        

税金等調整前中間(当期)
純損失 

  △683 △3,473 △1,941 

減価償却費   295 355 568 

減損損失   ― 270 ― 

のれん償却額   30 30 61 

貸倒引当金の 
増減額(減少：△) 

  △33 △27 9 

退職給付引当金の 
増減額(減少：△) 

  △142 △1,207 △242 

役員退職慰労金引当金の 
増減額(減少：△) 

  △0 0 0 

完成工事補償引当金の 
増減額(減少：△) 

  7 △21 12 

工事損失引当金の 
増減額(減少：△) 

  121 385 857 

受取利息及び受取配当金   △15 △38 △35 

支払利息   0 17 18 

有形固定資産除却損   37 17 43 

投資有価証券評価損   1 ― 146 

持分法による投資損益 
(益：△) 

  ― 7 ― 

会員権売却益   ― △21 △1 

特別退職金等   ― 789 ― 

役員賞与支払額   △0 ― △0 

売上債権の 
増減額(増加：△) 

  4,579 7,118 2,359 

未成工事支出金の 
増減額(増加：△) 

  △6,463 △9,629 △864 

開発事業支出金の 
増減額(増加：△) 

  △103 △510 △1,376 

その他たな卸資産の 
増減額(増加：△) 

  △84 408 △394 

仕入債務の 
増減額(減少：△) 

  △1,015 △2,005 1,790 

未払消費税等の 
増減額(減少：△) 

  △839 △799 △408 

未成工事受入金の 
増減額(減少：△) 

  2,628 3,476 △53 

その他   △693 1,401 △174 

小計   △2,373 △3,456 374 

利息及び配当金の受取額   15 38 36 

利息の支払額   △0 △17 △18 

特別退職金等の支出   ― △789 ― 

その他   ― △52 60 

法人税等の支払額   △101 △1 △207 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  △2,460 △4,278 245 

 



    

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

        

有形固定資産の取得 
による支出 

  △148 △857 △653 

有形固定資産の売却 
による収入 

  1 3 8 

無形固定資産の取得 
による支出 

  △214 △203 △220 

投資有価証券の取得 
による支出 

  △1 △1 △12 

非連結子会社株式の取得 
による支出 

  ― △30 ― 

非持分法適用関連会社株 
式取得による支出 

  ― △17 ― 

貸付けによる支出   △4 △1,073 △5 

貸付金の回収による収入   10 1,018 66 

その他投資等の取得 
による支出 

  △0 △171 △103 

その他投資等の売却 
による収入 

  101 196 185 

その他   ― ― △72 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △256 △1,135 △807 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

        

短期借入金の増加額 
(減少：△) 

  ― 3,000 ― 

自己株式の売却による 
支出 

  △0 △0 △0 

配当金の支払額   △145 △146 △291 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △145 2,853 △291 

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
係る換算差額 

  △2 △6 △3 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額(減少：△) 

  △2,865 △2,566 △856 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  6,360 5,504 6,360 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

  3,495 2,937 5,504 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事

項 

(1) 連結子会社の数５社 

連結子会社名 

㈱プロテック 

㈱オートリ 

㈱オーケーケー 

泰弘産業㈱ 

日本ケーモー工事㈱ 

(1) 連結子会社の数５社 

連結子会社名 

  ㈱プロテック 

  ㈱オートリ 

  ㈱オーケーケー 

  泰弘産業㈱ 

  日本ケーモー工事㈱ 

(1) 連結子会社の数５社 

連結子会社名 

㈱プロテック  

㈱オートリ  

㈱オーケーケー  

泰弘産業㈱  

日本ケーモー工事㈱  

  (2) 非連結子会社の数 

該当事項はありませ

ん。 

(2) 非連結子会社の数１社 

  ㈱三京 

(連結の範囲から除いた

理由) 

 非連結子会社は、小規

模であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中

間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないた

めであります。  

 (2) 非連結子会社の数 

該当事項はありませ

ん。 

２ 持分法の適用に関する

事項 

 該当事項はありません。 (1) 持分法適用の関連会社 

  数 １社 

   瀋陽市政地鉄管片有限 

  公司 

  瀋陽市政地鉄管片有限

公司は、決算日が連結決

算日と異なるため、同社

の財務諸表を使用してお

ります。 

 (2) 持分法を適用していな 

 い関連会社 ３社 

   ㈱オリテック２１  

㈱Ｏ．Ｔ．Ｎ 

O・T・テクノリサーチ

㈱  

   持分法を適用していな

い関連会社３社は、いず

れも中間純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等

から見て、持分法の対象

から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除

いております。 

(1) 持分法適用の関連会社 

   数 １社 

   瀋陽市政地鉄管片有限 

  公司 

  瀋陽市政地鉄管片有限

公司は、決算日が連結決

算日と異なるため、同社

の財務諸表を使用してお

ります。 

(2) 持分法を適用していな 

 い関連会社 １社  

     ㈱オリテック２１ 

 

  

    

  持分法を適用していな

い関連会社１社は、当期

純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等から見

て、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適

用範囲から除いておりま

す。 

 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 連結子会社の中間決算

日(決算日)等に関する

事項 

 連結子会社の中間決算日

は㈱プロテックを除き、連

結財務諸表提出会社の中間

決算日と一致しておりま

す。 

 すべての連結子会社の中

間決算日は、中間連結決算

日と一致しております。 

 すべての連結子会社の事

業年度の末日は、連結決算

日と一致しております。 

  決算日が中間連結決算日と

異なる内容等 

 ㈱プロテックの決算日

は、３月31日から９月12日

に変更しているため、中間

連結財務諸表を作成に当た

っては同日現在の財務諸表

を使用し、決算日との間に

生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行

っております。 

  

  

  

  

  

４ 会計処理基準に関する

事項 

      

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

  時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

② たな卸資産 

未成工事支出金 

同左 

② たな卸資産 

未成工事支出金 

同左 

  開発事業支出金 

個別法による原価法 

  

開発事業支出金 

  同左 

開発事業支出金 

同左 

  その他たな卸資産 

仕掛品 

    個別法による原価法

その他たな卸資産 

   仕掛品 

      同左 

その他たな卸資産 

   仕掛品 

      同左 

  材料貯蔵品 

移動平均法による

原価法 

材料貯蔵品 

同左 

材料貯蔵品 

同左 

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法(ただし、平成

10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備

を除く)については定額

法)を採用しておりま

す。 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。 

   

  建物・構築物７年～60年 

機械・運搬具４年～12年 

  

  

 （会計方針の変更） 

  当社及び連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当

中間連結会計期間より、平

成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これにより営業損失、経

常損失及び税金等調整前中

間純損失がそれぞれ２百万

円増加しております。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載しております。  

  （追加情報） 

 当社及び連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額の差額を５

年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上し

ております。 

 これにより営業損失、経

常損失及び税金等調整前中

間純損失がそれぞれ51百万

円増加しております。 

  

  

 ――――――  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

 ――――――  

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しており

ます。なお、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定

額法を採用しておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(3) 重要な引当金の計上

基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担

保の費用に備えるため、

当中間連結会計期間末に

至る１年間の完成工事高

に対する将来の見積補償

額を計上しております。 

② 完成工事補償引当金 

同左 

② 完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担

保の費用に備えるため、

完成工事高に対する将来

の見積補償額を計上して

おります。 

  

  

③ 工事損失引当金 

 当中間連結会計期間末

手持工事のうち損失が見

込まれ、かつ、損失額を

合理的に見積ることがで

きる工事について、当該

損失見積額を計上してお

ります。 

③ 工事損失引当金 

同左 

③ 工事損失引当金 

 当連結会計年度末手持

工事のうち損失が見込ま

れ、かつ、損失額を合理

的に見積ることができる

工事について、当該損失

見積額を計上しておりま

す。 

  

  

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。 

 過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定率法

により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定率法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しており

ます。 

④ 退職給付引当金 

同左 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定率法

により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定率法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しており

ます。 

 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ⑤ 役員退職慰労金引当金 

 連結子会社２社は役員

の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上

しております。 

⑤ 役員退職慰労金引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労金引当金 

 連結子会社２社は役員

の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上して

おります。 

  (追加情報) 

 提出会社は、従来、役

員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計

上しておりましたが、平

成18年３月27日開催の取

締役会及び監査役会にお

いて、取締役及び監査役

の退職慰労金制度の廃止

を決議し、平成18年６月

29日開催の定時株主総会

において、在任中の取締

役、監査役に対し、在任

期間に対応する退職慰労

金を支給することを決議

いたしました。 

 これに伴い、取締役及

び監査役の退職慰労金未

払相当額185百万円を固

定負債の「その他」に含

めて表示しております。 

  

――――――  

 (追加情報) 

   提出会社は、従来、役

員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上し

ておりましたが、平成18

年３月27日開催の取締役

会及び監査役会におい

て、取締役及び監査役の

退職慰労金制度の廃止を

決議し、平成18年６月29

日開催の定時株主総会に

おいて、在任中の取締

役、監査役に対し、在任

期間に対応する退職慰労

金を支給することを決議

いたしました。 

   これに伴い、取締役及

び監査役の退職慰労金未

払相当額185百万円を流動

負債の「その他」に109百

万円及び固定負債の「そ

の他」に75百万円計上し

ております。 

(4) 重要な外貨建の資産

及び負債の本邦通貨

への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。 

 外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。 

 なお、在外持分法適用関

連会社の財務諸表項目は、

在外持分法適用関連会社の

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

から生じた為替換算調整勘

定の持分相当額を純資産の

部に計上しております。 

 外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

 なお、在外持分法適用関

連会社の財務諸表項目は、

在外持分法適用関連会社の

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算から

生じた為替換算調整勘定の

持分相当額を純資産の部に

計上しております。 

(5) 重要なリース取引の

処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(6) 重要なヘッジ会計の

方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、振当

処理の要件を満たす為替

予約については、振当処

理を採用しております。 

―――――― 

  

 ① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、振当

処理の要件を満たす為替

予約については、振当処

理を採用しております。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

（ヘッジ手段）為替予約 

（ヘッジ対象）外貨建予定

取引 

  

  

  

 ② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 （ヘッジ手段）為替予約 

 （ヘッジ対象）外貨建予定

取引 

  ③ ヘッジ方針 

 ヘッジ手段である為替

予約は為替変動相場リス

クを回避する目的で行っ

ており、投機的な取引は

行わない方針にしており

ます。 

  

  

 ③ ヘッジ方針 

   ヘッジ手段である為替

予約は為替変動相場リス

クを回避する目的で行っ

ており、投機的な取引は

行わない方針にしており

ます。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方

法 

 ヘッジ対象の時価変動

額とヘッジ手段の時価変

動額を比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断

しております。 

   ④ ヘッジ有効性評価の方

法 

  ヘッジ対象の時価変動

額とヘッジ手段の時価変

動額を比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断

しております。 

(7) その他中間連結財務

諸表(連結財務諸表)

作成のための基本と

なる重要な事項 

① 長期請負工事の収益計

上基準 

 工期が１年超、かつ請

負金額が６億円超の工事

については工事進行基準

によっております。 

 なお、工事進行基準に

よる完成工事高は10,285

百万円であります。 

① 長期請負工事の収益計

上基準 

 工期が１年超、かつ請

負金額が３億円以上の工

事については工事進行基

準によっております。 

 なお、工事進行基準に

よる完成工事高は8,487 

百万円であります。 

 （会計方針の変更） 

 従来、工期が１年超、

かつ請負金額が６億円超

の工事については工事進

行基準によっておりまし

たが、当中間連結会計期

間における新規着工工事

より、工期が１年超、か

つ請負金額が３億円以上

の工事については工事進

行基準によることに変更

いたしました。  

① 長期請負工事の収益計

上基準 

 工期が１年超、かつ請

負金額が６億円超の工事

については工事進行基準

によっております。 

 なお、工事進行基準に

よる完成工事高は20,631

百万円であります。 

 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

     この変更は、国際的な

会計基準の動向と四半期

報告書制度等に対応する

ため、また、平成19年10

月１日の株式會社白石と

の合併による会計方針の

統一を目的とし、一層の

期間損益の適正化を図る

ものであります。 

 この変更により、従来

の基準によった場合に比

べ、売上高が167百万円増

加し、売上総利益、営業

損失、経常損失及び税金

等調整前中間純損失に与

える影響はありません。 

 なお、セグメント情報

に与える影響は、当該箇

所に記載しております。 

 

  ② 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。 

② 消費税等の会計処理 

同左 

② 消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書(連結キ

ャッシュ・フロー計算

書)における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償

還期限が到来する短期投

資からなります。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号 平

成17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適用

しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、24,577百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

 ―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

  当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

   従来の資本の部の合計に相当する

金額は、23,408百万円であります。 

    なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間において掲記されていた「連結調

整勘定」は、当中間連結会計期間から「のれん」と表示

しております。 

―――――― 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 前中間連結会計期間において掲記されていた「連結調

整勘定償却額」は、当中間連結会計期間から「のれん償

却額」と表示しております。 

―――――― 

  



追加情報 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 ――――――  ―――――― （企業結合関係）  

 当社と株式會社白石（以下、白石

といいます。）との企業結合につい

ては、貸借対照表日現在、その主要

条件は合意されておりますが、効力

発生日が到来していないため完了し

ておりません。企業結合におけるパ

ーチェス法を適用した場合の注記事

項（財務諸表等規則第８条の17）の

うち、確定している事項は以下のと

おりであります。 

1 企業結合の概要 

(1) 被取得企業の名称及び事業の内

容  

  被取得企業の名称：株式會社白石 

   事業の内容：橋梁下部工工事、一

般土木工事の施工等 

(2) 企業結合を行う主な理由  

   合併により受注の拡大、利益率

の改善及び経費の削減を図ること

で企業価値を高める等を目的とし

ております。 

(3) 企業結合日（予定） 

    平成19年10月1日 

(4) 企業結合の法的形式 

    吸収合併 

(5) 結合後企業の名称  

    オリエンタル白石株式会社 

２ 株式の種類別の合併比率 

   白石の普通株式１株に対し、当社

の普通株式0.3株を割当交付いたし

ます。ただし、白石が所有する白石

の普通株式については割当交付を行

いません。 

   なお、合併に用いられる本割当て

比率の協議を行うに際しては、両社

はそれぞれ第三者算定機関に割当て

比率の算定を依頼し、当社は大和証

券エスエムビーシー㈱より、白石は

㈱みずほ銀行より、「合併比率算定

書」を受領しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

18,414百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

18,542百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

18,489百万円 

 ２ 保証債務 

(1) 従業員の住宅ローンに対する 

 保証額 

0百万円 

 ２ 保証債務 

――――――  

 ２ 保証債務 

―――――― 

(2) 下記の会社のマンション売買 

 契約手付金の返済について保 

 証を行っております。 

(2) 下記の会社のマンション売買 

 契約手付金の返済について保 

 証を行っております。 

(2) 下記の会社のマンション売買 

 契約手付金の返済について保 

 証を行っております。 

㈱マリモ 584百万円

明和地所㈱ 79 

グレイス㈱ 16 

㈱ジャパン 

ホームズ 
64 

㈱パルス 

クリエイト 
2 

㈱マリモ 221百万円

リスト㈱  23 

㈱モアコーポ 

レーション  
53 

明和地所㈱ 104 

㈱夢ハウジング  14 

㈱マリモ 215百万円

明和地所㈱ 116      

㈱ジャパン 

ホームズ 
75 

㈱夢ハウジング 12 

㈱パルス 

クリエイト 
5 

(3) 下記の会社の金融機関からの 

 借入金について保証を行って 

 おります。 

―――――― (3) 下記の会社の金融機関からの 

 借入金について保証を行って 

 おります。 

㈱三田ハウジング 61百万円   ㈱三田ハウジング 61百万円

※３ 受取手形 

裏書譲渡高 
0百万円

―――――― ―――――― 

※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間連結会計

期間末日が金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高に含まれておりま

す。 

※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間連結会計

期間末日が金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高に含まれておりま

す。 

 ※４ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。なお、当連結会計年度末日

満期手形が金融機関の休日であ

ったため、次の連結会計年度末

日満期手形が、連結会計年度末

残高に含まれております。  

受取手形 262百万円

支払手形 8 

受取手形 150百万円

支払手形  26 

受取手形 209百万円

支払手形 0 

  ―――――― ※５ 手形債権の一部を譲渡し債権

の流動化を行っております。   

   受取手形流動化による 

債権譲渡高   2,578百万円 

     なお、受取手形の流動化に伴

い、信用補完の目的により支払

留保されている768百万円は、

流動資産「その他」に含めて表

示しております。 

※５ 手形債権の一部を譲渡し債権

の流動化を行っております。   

     受取手形流動化による    

債権譲渡高   2,826百万円 

      なお、受取手形の流動化に伴

い、信用補完の目的により支払

留保されている722百万円は、流

動資産「その他」に含めて表示

しております。 

 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※６ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため㈱三井住友銀行

等７行と貸出コミットメントラ

イン契約を締結しており、総額

30億円、契約期間は平成17年12

月から平成20年12月でありま

す。当中間連結会計期間末にお

ける貸出コミットメントライン

に係る借入未実行残高等は次の

とおりであります。 

※６ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため㈱三井住友銀行

等６行と貸出コミットメントラ

イン契約を締結しており、総額

30億円、契約期間は平成18年12

月から平成21年12月でありま

す。当中間連結会計期間末にお

ける貸出コミットメントライン

に係る借入未実行残高等は次の

とおりであります。 

※６ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため㈱三井住友銀行

等６行と貸出コミットメントラ

イン契約を締結しており、総額

30億円、契約期間は平成18年12

月から平成21年12月でありま

す。当連結会計年度末における

貸出コミットメントラインに係

る借入未実行残高等は次のとお

りであります。 

貸出コミット 

メントの総額 
3,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 3,000 

貸出コミット 

メントの総額 
 3,000百万円 

借入実行残高  3,000 

差引額    ― 

貸出コミット 

メントの総額 
3,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 3,000 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

従業員給与 

賞与手当 
1,509百万円

退職給付 

引当金繰入額 
73 

貸倒引当金 

繰入額 
8 

従業員給与 

賞与手当 
1,232百万円

退職給付 

引当金繰入額 
61 

貸倒引当金 

繰入額 
31 

従業員給与 

賞与手当 
2,921百万円

退職給付 

引当金繰入額 
165 

役員退職慰労金 

引当金繰入額 
0 

貸倒引当金 

繰入額 
32 

 ２ 当社グループの売上高は、通

常の営業の形態として、上半期

に比べ下半期に完成する工事の

割合が大きいため、連結会計年

度の上半期の売上高と下半期の

売上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動があります。 

 ２     同左  ―――――― 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ――――――  ※３ 減損損失 

   当社グループは、管理会計上の

区分を基準に、工事用資産は支店

単位、工場資産は工場単位、賃貸

用資産は物件単位にグルーピング

を行っております。 

  これらの資産グループのうち、

公共事業の価格競争激化に起因し

収益性が悪化した資産グループに

ついて帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上しておりま

す。 

 減損損失の内容は、建物・構築

物が13百万円、機械・運搬具・工

具器具備品が55百万円、土地が200

百万円であります。 

 ―――――― 

 

   なお、当該資産グループの回収

可能価額は正味売却価額を使用

し、土地の評価額については主と

して不動産鑑定評価基準により、

また、建物等の減価償却資産につ

いては、コストアプローチによる

見積金額によっております。 

用途 場所 種類 減損損失

 工事用 

資産 

宮城県加

美町等 

土地・機

械装置等
171 

工場 

資産 

新潟県 

 新潟市 

土地・建

物等  
99 

 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加   90株 

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 27,940 － － 27,940 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 1,554 0 － 1,554 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 145 5.5 平成18年３月31日 平成18年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月22日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 145 5.5 平成18年９月30日 平成18年12月11日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加   125株 

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 27,940 － － 27,940 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 1,555 0 － 1,555 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 145 5.5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年11月30日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 145 5.5 平成19年９月30日 平成19年12月10日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）単元未満株式の買取による増加309株であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

      該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 27,940 － － 27,940 

合計 27,940 － － 27,940 

自己株式         

普通株式 （注） 1,554 0 － 1,555 

合計 1,554 0 － 1,555 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 145 5.5 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年11月22日 

取締役会 
普通株式 145 5.5 平成18年９月30日 平成18年12月11日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 145  利益剰余金 5.5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高3,495百万円は、中間連結貸借対照

表の流動資産「現金預金」中間期末

残高と一致しております。 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高2,937百万円は、中間連結貸借対照

表の流動資産「現金預金」中間期末

残高と一致しております。 

 現金及び現金同等物の期末残高

5,504百万円は、連結貸借対照表の流

動資産「現金預金」期末残高と一致

しております。 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) (借主側) (借主側) 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末 
残高 
相当額 

(百万円) 

機械・運搬
具・工具器
具備品 

91 73 17 

合計 91 73 17 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械・運搬
具・工具器
具備品 

195 49 146

合計 195 49 146

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

機械・運搬
具・工具器
具備品 

38 27 11

合計 38 27 11

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 12百万円

１年超 6 

合計 19 

１年内 36百万円

１年超 111 

合計 148 

１年内 5百万円

１年超 6 

合計 12 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 10百万円

減価償却費 

相当額 
9 

支払利息相当額 0 

支払リース料 20百万円

減価償却費 

相当額 
18 

支払利息相当額 1 

支払リース料 18百万円

減価償却費 

相当額 
16 

支払利息相当額 0 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損１百万円を計上しております。なお、時価

が取得原価より30%以上下落した銘柄のうち、回復の見込みがあると認められるものを除き減損処理を行うこ

ととしております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成18年９月30日) 

その他有価証券 

非上場株式                 266 百万円 

その他                   100 

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 時価が取得原価より30%以上下落した銘柄のうち、回復の見込みがあると認められるものを除き減損処理を行

うこととしております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成19年９月30日) 

その他有価証券 

非上場株式                   171百万円 

その他                                         100 

種類 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(1) 株式 511 2,017 1,506 

(2) 債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 511 2,017 1,506 

種類 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(1) 株式 474 1,443 968 

(2) 債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 474 1,443 968 



Ⅲ 前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損146百万円を計上しております。なお、時価が

取得原価より30%以上下落した銘柄のうち、回復の見込みがあると認められるものを除き減損処理を行うこと

としております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日） 

その他有価証券 

非上場株式                   171百万円 

その他                                         100 

(デリバティブ取引関係) 

種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価 

を超えるもの 
      

(1) 株式 469 1,768 1,299 

(2) 債券 － － － 

(3) その他 － － － 

小計 469 1,768 1,299 

連結貸借対照表計上額が取得原価 

を超えないもの 
      

(1) 株式 3 2 △1 

(2) 債券 － － － 

(3) その他 － － － 

小計 3 2 △1 

合計 472 1,771 1,298 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

 当社グループは、デリバティブ取

引にはヘッジ会計を適用しているの

で、該当事項はありません。 

 該当事項はありません。  当社グループは、デリバティブ取

引にヘッジ会計を適用しているの

で、該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  
建設事業 

(百万円) 

不動産 
賃貸等事業 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連 結 

(百万円) 

売 上 高           

(1)外部顧客に対する売上高 25,535 111 25,647 ― 25,647 

(2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
― 48 48 (48) ― 

計 25,535 160 25,695 (48) 25,647 

営 業 費 用 25,754 130 25,885 465 26,350 

営業利益又は営業損失（△） △218 29 △189 (513) △703 

  
建設事業 

(百万円) 

不動産 
賃貸等事業 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連 結 

(百万円) 

売 上 高           

(1)外部顧客に対する売上高 20,736 215 20,952 ― 20,952 

(2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
― 41 41 (41) ― 

計 20,736 257 20,994 (41) 20,952 

営 業 費 用 22,705 118 22,823 399 23,223 

営業利益又は営業損失（△） △1,968 138 △1,829 (441) △2,271 

  
建設事業 

(百万円) 

不動産 
賃貸等事業 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連 結 

(百万円) 

売 上 高           

(1)外部顧客に対する売上高 67,702 320 68,023 ― 68,023 

(2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
― 86 86 (86) ― 

計 67,702 407 68,109 (86) 68,023 

営 業 費 用 68,943 243 69,187 712 69,899 

営業利益又は営業損失（△） △1,240 163 △1,077 (798) △1,875 



 （注）１ 事業区分の方法 

 事業は、建設事業、不動産賃貸等事業の事業形態により区分しております。 

２ 各区分に属する主要な事業の内容 

（注）開発事業は建設事業に含めて表示しております。なお、開発事業の主要な事業の内容は、「住宅・

店舗・商業施設等の建設・販売並びに開発用地の買収、造成及び販売に係る開発事業」でありま

す。 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

４ 会計方針の変更 

 (当中間連結会計期間) 

 ① 有形固定資産の減価償却の方法 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(2)に記載のとおり、当社及び連結子会社

は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより建設事業について営

業損失が２百万円増加しております。 

 ② 長期請負工事の収益計上基準 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(7)に記載のとおり、従来、工期が１年超、

かつ請負金額が６億円超の工事について工事進行基準によっておりましたが、当中間連結会計期間におけ

る新規着工工事より、工期が１年超、かつ請負金額が３億円以上の工事について工事進行基準によること

に変更いたしました。この変更は、国際的な会計基準の動向と四半期報告書制度等に対応するため、ま

た、平成19年10月１日の株式會社白石との合併による会計方針の統一を目的とし、一層の期間損益の適正

化を図るものであります。この変更により、従来の基準によった場合に比べ、建設事業について売上高が

167百万円増加し、営業損失に与える影響はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

事業区分 主要な事業の内容 

建 設 事 業 

プレストレストコンクリート(ＰＣ)の建設工事及び製品等の製造販売、

一般土木・建築工事の施工、土木建築構造物補修工事の施工、建設資材

の製造販売、地下埋設管敷設工事の施工、工場製品製造の請負、開発事

業（注）等 

不動産賃貸等事業 不動産賃貸事業、不動産の管理及び損害保険の代理業等 

  
前中間連結 
会計期間 
(百万円) 

当中間連結 
会計期間 
(百万円) 

前連結 
会計年度 
(百万円) 

主な内容 

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額 

513 441 798 

提出会社本社の総務・経理部

門等の管理部門に関する費用

であります。 



（１株当たり情報） 

  

 （注） １株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 931.74円

１株当たり中間純損失 21.13円

１株当たり純資産額 789.60円

１株当たり中間純損失 82.85円

１株当たり純資産額 887.21円

１株当たり当期純損失 54.35円

潜在株式調整後 

１株当たり 

中間純利益 

 潜在株式調整後

１株当たり中間純

利益については、

１株当たり中間純

損失であり、ま

た、潜在株式がな

いため、記載して

おりません。 

潜在株式調整後 

１株当たり 

中間純利益 

 同左 潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益 

 潜在株式調整後

１株当たり当期純

利益については、

１株当たり当期純

損失であり、ま

た、潜在株式がな

いため、記載して

おりません。 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純損失         

中間(当期)純損失 (百万円) 557 2,186 1,433 

普通株主に 

帰属しない金額 
(百万円) ― ― ― 

普通株式に係る中間(当期) 

純損失 
(百万円) 557 2,186 1,433 

普通株式の期中平均株式数(千株) 26,385 26,384 26,385 



（重要な後発事象） 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 ――――――  （重要な合併）  

     当社は、平成19年１月26日開催の

取締役会において決議の上、株式會

社白石（以下、「白石」といいま

す。）との間で、平成19年10月１日

を効力発生日とする合併契約書を締

結し、平成19年６月28日開催の白石

の株主総会及び同日開催の当社の株

主総会で承認され、平成19年10月１

日に合併いたしました。 

 １ 被取得企業の名称及び事業の内容

  被取得企業の名称：株式會社白石 

  事業の内容：橋梁下部工工事、一般

土木工事の施工等 

 ２ 企業結合を行う主な理由  

    合併により受注の拡大、利益率の

改善及び経費の削減を図ることで企

業価値を高める等を目的としており

ます。 

 ―――――― 

   ３ 企業結合日 

     平成19年10月１日 

 ４ 企業結合の法的形式 

     当社を合併存続会社、白石を合併

   消滅会社とする吸収合併 

 ５ 結合後企業の名称  

     オリエンタル白石株式会社 

 ６ 取得の対価として交付した株式

の種類、交換比率及びその算定

方法 

 白石の普通株式１株に対し、

当社の普通株式0.3株を割当交付

いたしました。ただし、白石が

所有する白石の普通株式につい

ては割当交付を行っておりませ

ん。合併交付金の支払いはあり

ません。なお、合併に用いられ

る本割当て比率の協議を行うに

際しては、両社はそれぞれ第三

者算定機関に割当て比率の算定

を依頼し、当社は大和証券エス

エムビーシー㈱より、白石は㈱

みずほ銀行より、「合併比率算

定書」を受領しております。 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   ７ 合併により交付した株式数 

   当社自己株式による交付 

           1,554,900株 

    新株式発行による交付 

                      5,254,920株 

 ８ 被取得企業の取得原価及びその内

   訳 

  ・被取得企業の取得原価 

             2,868百万円 

  ・取得原価の内訳 

    取得の対価として交付した株式の

    価額            2,748百万円  

   取得に直接要した費用の額 

                120百万円 

 ９ 被取得企業の直近中間会計期間

末の資産、負債及び純資産(平成

19年９月30日現在)の状況は次の

とおりであります。    

   流動資産     33,706百万円 

   固定資産     6,500 

   資産合計     40,206 

   流動負債       36,936 

   固定負債       3,194 

   負債合計       40,131  

   純資産合計         75 

   負債純資産合計 40,206  

 

 ――――――  (自己株式の取得) 

   当社は平成19年12月５日開催の取

締役会において、会社法第165条第

３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、

下記のとおり自己株式を取得するこ

とを決議いたしました。 

 １ 自己株式の取得を行う理由 

   経営環境の変化に対応した機動

的な資本政策の遂行を可能にする

ためであります。 

 ２ 取得の内容 

 (1) 取得する株式の種類 

   当社普通株式 

 (2) 取得する株式の総数 

   1,000,000株(上限) 

 (3) 株式の取得価額の総額 

   500百万円(上限) 

 (4) 取得の方法 

    東京証券取引所の立会内市場にお

ける証券会社内「取引一任勘定取

引」 

 (5) 取得する期間 

 平成19年12月６日～平成20年５月31日

 ―――――― 



(2）【その他】 

（重要な訴訟事件等） 

 当社は、公正取引委員会から国土交通省関東地方整備局、同近畿地方整備局及び福島県が発注するプレストレス

ト・コンクリート橋梁の入札の件につき、平成16年10月15日付で他の建設会社22社とともに排除勧告を受けまし

た。同排除勧告について当社は不応諾とし、現在、公正取引委員会において審判係属中であります。 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 ――――――  (コミットメントライン) 

   当社は平成19年９月28日付（コミ

ット期間開始日:平成19年10月１日)

で、運転資金の効率的な調達を行う

ため、短期コミットメントライン85

億円及びコミット型シンジケートロ

ーン50億円を締結しております。 

 提出日現在のコミットメントライ

ンに係る借入未実行残高等は次のと

おりであります。 

貸出コミット 

メントの総額 
 13,500百万円

借入実行残高  12,530 

差引額     970 

 ―――――― 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金預金   3,105     2,585     5,185     

２ 受取手形 
※
3,4 

4,168     743     2,590     

３ 完成工事未収入金   10,475     8,857     13,712     

４ 未成工事支出金   15,020     19,109     9,796     

５ 開発事業支出金   966     2,750     2,240     

６ その他たな卸資産   1,207     1,104     1,480     

７ その他 
※ 
4,5 

2,707     4,464     3,236     

貸倒引当金   △61     △28     △87     

流動資産合計     37,588 62.6   39,586 62.2   38,154 62.7 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産 ※１                   

(1) 建物   3,729     3,516     3,625     

(2) 機械装置   967     834     888     

(3) 土地   9,926     9,753     9,954     

(4) その他   732     1,867     1,117     

計   15,356     15,972     15,585     

２ 無形固定資産   468     589     466     

３ 投資その他の資産                     

(1) 投資有価証券   2,162     1,491     1,777     

(2) その他   4,517     6,108     4,915     

貸倒引当金   △36     △86     △52     

計   6,643     7,514     6,641     

固定資産合計     22,469 37.4   24,075 37.8   22,693 37.3 

資産合計     60,058 100   63,662 100   60,847 100 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 支払手形 ※３ 5,794     4,163     6,624     

２ 工事未払金   11,099     13,357     12,785     

３ 短期借入金 ※６ ―     3,300     ―     

４ 未払法人税等   109     58     69     

５ 未成工事受入金   9,964     10,630     7,569     

６ 完成工事補償引当
金 

  92     77     98     

７ 工事損失引当金   301     1,383     1,039     

８ その他   1,039     4,094     2,359     

流動負債合計     28,401 47.3   37,064 58.2   30,545 50.2 

Ⅱ 固定負債                     

１ 再評価に係る 
繰延税金負債 

  1,994     1,945     1,994     

２ 退職給付引当金   4,607     3,301     4,508     

３ その他   359     337     337     

固定負債合計     6,962 11.6   5,584 8.8   6,840 11.2 

負債合計     35,364 58.9   42,649 67.0   37,386 61.4 

 



    
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     2,985 5.0   2,985 4.7   2,985 4.9 

２ 資本剰余金                     

(1) 資本準備金   2,013     2,013     2,013     

(2) その他資本剰余
金 

  9     9     9     

資本剰余金合計     2,022 3.4   2,022 3.2   2,022 3.3 

３ 利益剰余金                     

(1) 利益準備金   547     547     547     

(2) その他利益剰余
金 

                    

特別償却準備金   9     ―     4     

買換資産圧縮積
立金 

  263     ―     255     

別途積立金   17,244     16,003     17,244     

繰越利益剰余金   9     △1,686     △1,056     

利益剰余金合計     18,073 30.1   14,863 23.3   16,994 27.9 

４ 自己株式     △704 △1.2   △704 △1.1   △704 △1.1 

株主資本合計     22,376 37.3   19,166 30.1   21,297 35.0 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券 
評価差額金 

    1,091 1.8   698 1.1   943 1.6 

２ 繰延ヘッジ損益     6 0.0   ― ―   0 0.0 

３ 土地再評価差額金     1,220 2.0   1,148 1.8   1,220 2.0 

評価・換算差額等
合計 

    2,317 3.8   1,847 2.9   2,164 3.6 

純資産合計     24,694 41.1   21,013 33.0   23,461 38.6 

負債純資産合計     60,058 100   63,662 100   60,847 100 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高     25,079 100   20,266 100   65,381 100 

Ⅱ 売上原価     22,647 90.3   19,976 98.6   61,377 93.9 

売上総利益     2,432 9.7   290 1.4   4,004 6.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    3,061 12.2   2,452 12.1   5,871 8.9 

営業損失     629 △2.5   2,162 △10.7   1,866 △2.8 

Ⅳ 営業外収益                     

受取利息   6     29     20     

その他   68 75 0.3 57 87 0.4 152 172 0.2 

Ⅴ 営業外費用                     

支払利息   ―     18     18     

その他   45 45 0.2 206 225 1.1 98 116 0.1 

経常損失     599 △2.4   2,300 △11.4   1,810 △2.7 

Ⅵ 特別利益     41 0.2   80 0.4   78 0.1 

Ⅶ 特別損失 
※
3,4 

  39 0.2   1,129 5.5   190 0.3 

税引前中間(当期)
純損失 

    597 △2.4   3,349 △16.5   1,923 △2.9 

法人税、住民税及
び事業税 

  39     27     48     

法人税等調整額   △179 △140 △0.5 △1,319 △1,291 △6.3 △580 △531 △0.8 

中間(当期)純損失     456 △1.9   2,057 △10.2   1,391 △2.1 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

 資本 
 準備金 

その他 
資本 

剰余金 
資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

自己株 
式処分 
差益 

特別償却
準備金 

買換資産
圧縮積立
金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日
残高 (百万円) 

2,985 2,013 9 2,022 547 24 291 17,244 568 18,675 △704 22,978

中間会計期間中の
変動額 

                       

剰余金の配当 
(前期利益処分) 

                △145 △145   △145

中間純損失                 △456 △456   △456

自己株式の取得                     △0 △0

特別償却準備金
の取崩(前期利
益処分) 

          △9     9 ―   ―

特別償却準備金
の取崩 

          △4     4 ―   ―

買換資産圧縮積
立金の取崩(前
期利益処分) 

            △19   19 ―   ―

買換資産圧縮積
立金の取崩 

            △8   8 ―   ―

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
(純額) 

            

中間会計期間中の
変動額合計(百万
円) 

― ― ― ― ― △14 △27 ― △559 △602 △0 △602

平成18年９月30日
残高 (百万円) 

2,985 2,013 9 2,022 547 9 263 17,244 9 18,073 △704 22,376

 
評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 
評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日
残高 (百万円) 

1,362 ― 1,220 2,582 25,561

中間会計期間中の
変動額 

         

剰余金の配当 
(前期利益処分) 

        △145

中間純損失         △456

自己株式の取得         △0

特別償却準備金
の取崩(前期利
益処分) 

        ―

特別償却準備金
の取崩 

        ―

買換資産圧縮積
立金の取崩(前
期利益処分) 

        ―

買換資産圧縮積
立金の取崩 

        ―

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
(純額) 

△270 6 ― △264 △264

中間会計期間中の
変動額合計(百万
円) 

△270 6 ― △264 △867

平成18年９月30日
残高 (百万円) 

1,091 6 1,220 2,317 24,694



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

 資本 
 準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

自己株 
式処分 
差益 

特別償却
準備金 

買換資産
圧縮積立
金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日
残高 (百万円) 

2,985 2,013 9 2,022 547 4 255 17,244 △1,056 16,994 △704 21,297

中間会計期間中の
変動額 

                       

剰余金の配当                 △145 △145   △145

中間純損失                 △2,057 △2,057   △2,057

自己株式の取得                     △0 △0

特別償却準備金
の取崩 

          △4     4 ―   ―

買換資産圧縮積
立金の取崩 

            △255   255 ―   ―

別途積立金の取
崩 

              △1,241 1,241 ―   ―

土地再評価差額
金の取崩 

                71 71   71

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
(純額) 

            

中間会計期間中の
変動額合計(百万
円) 

― ― ― ― ― △4 △255 △1,241 △630 △2,130 △0 △2,130

平成19年９月30日
残高 (百万円) 

2,985 2,013 9 2,022 547 ― ― 16,003 △1,686 14,863 △704 19,166

 
評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 
評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日
残高 (百万円) 

943 0 1,220 2,164 23,461

中間会計期間中の
変動額 

         

剰余金の配当         △145

中間純損失         △2,057

自己株式の取得         △0

特別償却準備金
の取崩 

        ―

買換資産圧縮積
立金の取崩 

        ―

別途積立金の取
崩 

        ―

土地再評価差額
金の取崩 

        71

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
(純額) 

△244 △0 △71 △316 △316

中間会計期間中の
変動額合計(百万
円) 

△244 △0 △71 △316 △2,447

平成19年９月30日
残高 (百万円) 

698 ― 1,148 1,847 21,013



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

 資本 
 準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

自己株 
式処分 
差益 

特別償却
準備金 

買換資産
圧縮積立
金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日
残高 (百万円) 

2,985 2,013 9 2,022 547 24 291 17,244 568 18,675 △704 22,978

事業年度中の変動
額 

                       

剰余金の配当 
(前期利益処分) 

                △145 △145   △145

剰余金の配当                 △145 △145   △145

当期純損失                 △1,391 △1,391   △1,391

自己株式の取得                     △0 △0

特別償却準備金
の取崩(前期利
益処分) 

          △9     9 ―   ―

特別償却準備金
の取崩 

          △9     9 ―   ―

買換資産圧縮積
立金の取崩(前
期利益処分) 

            △19   19 ―   ―

買換資産圧縮積
立金の取崩 

            △17   17 ―   ―

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額(純
額) 

            

事業年度中の変動
額合計(百万円) 

― ― ― ― ― △19 △36 ― △1,625 △1,681 △0 △1,681

平成19年３月31日
残高 (百万円) 

2,985 2,013 9 2,022 547 4 255 17,244 △1,056 16,994 △704 21,297

 
評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 
評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日
残高 (百万円) 

1,362 ― 1,220 2,582 25,561

事業年度中の変動
額 

         

剰余金の配当 
(前期利益処分) 

        △145

剰余金の配当         △145

当期純損失         △1,391

自己株式の取得         △0

特別償却準備金
の取崩(前期利
益処分) 

        ―

特別償却準備金
の取崩 

        ―

買換資産圧縮積
立金の取崩(前
期利益処分) 

        ―

買換資産圧縮積
立金の取崩 

        ―

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額(純
額) 

△419 0 ― △418 △418

事業年度中の変動
額合計(百万円) 

△419 0 ― △418 △2,100

平成19年３月31日
残高 (百万円) 

943 0 1,220 2,164 23,461



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式 

  

移動平均法による

原価法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

     同左 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定) 

  時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

(2) たな卸資産 

未成工事支出金 

同左 

(2) たな卸資産 

未成工事支出金 

同左 

  開発事業支出金 

個別法による原価法 

開発事業支出金 

    同左 

開発事業支出金 

同左 

  その他たな卸資産 

仕掛品 

個別法による原価

法 

その他たな卸資産 

仕掛品 

同左 

その他たな卸資産 

仕掛品 

同左 

  材料貯蔵品 

移動平均法による

原価法 

材料貯蔵品 

同左 

材料貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

 定率法(ただし、平成10

年４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備を除

く)については定額法)を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。 

 建物・構築物７年～60年 

 機械・運搬具４年～12年 

(1)有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

  法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更して

おります。  

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

――――――   

 



  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

     これにより、営業損失、

経常損失及び税引前中間純

損失がそれぞれ２百万円増

加しております。 

 （追加情報） 

 平成19年度の法人税法改

正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額の差

額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて

計上しております。 

 これにより営業損失、経

常損失及び税引前中間純損

失がそれぞれ50百万円増加

しております。 

  

  

  

  

 ――――――   

  (2)無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用

しております。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しており

ます。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2)完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保

の費用に備えるため、当中

間会計期間末に至る１年間

の完成工事高に対する将来

の見積補償額を計上してお

ります。 

(2)完成工事補償引当金 

同左 

(2)完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保

の費用に備えるため、完成

工事高に対する将来の見積

補償額を計上しておりま

す。 

 



  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (3)工事損失引当金 

 当中間期末手持工事のう

ち損失が見込まれ、かつ、

損失額を合理的に見積るこ

とができる工事について、

当該損失見積額を計上して

おります。 

(3)工事損失引当金 

同左 

(3)工事損失引当金 

 当事業年度末手持工事の

うち損失が見込まれ、か

つ、損失額を合理的に見積

ることができる工事につい

て、当該損失見積額を計上

しております。 

  (4)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定率法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)に

よる定率法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しており

ます。 

(4)退職給付引当金 

同左 

(4)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10

年)による定率法により費

用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)に

よる定率法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しており

ます。 

  (5)役員退職慰労金引当金 

―――――― 

―――――― (5)役員退職慰労金引当金 

 ―――――― 

  （追加情報） 

 従来、役員の退職慰労金

の支給に備えるため、内規

に基づく中間期末要支給額

を計上しておりましたが、

平成18年３月27日開催の取

締役会及び監査役会におい

て、取締役及び監査役の退

職慰労金制度の廃止を決議

し、平成18年６月29日開催

の定時株主総会において、

在任中の取締役、監査役に

対し、在任期間に対応する

退職慰労金を支給すること

を決議いたしました。 

  （追加情報） 

 従来、役員の退職慰労金

の支給に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計

上しておりましたが、平成

18年３月27日開催の取締役

会及び監査役会において、

取締役及び監査役の退職慰

労金制度の廃止を決議し、

平成18年６月29日開催の定

時株主総会において、在任

中の取締役、監査役に対

し、在任期間に対応する退

職慰労金を支給することを

決議いたしました。 

 



  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   これに伴い、取締役及び

監査役の退職慰労金未払相

当額185百万円を固定負債の

「その他」に含めて表示し

ております。 

   これに伴い、取締役及び監

査役の退職慰労金未払相当

額185百万円を流動負債の

「その他」に109百万円及び

固定負債の「その他」に75

百万円計上しております。 

４ 外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、振当

処理の要件を満たす為替

予約については、振当処

理を採用しております。 

――――――  (1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、振当

処理の要件を満たす為替

予約については、振当処

理を採用しております。 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

（ヘッジ手段）為替予約 

（ヘッジ対象）外貨建予定

取引 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象  

 （ヘッジ手段）為替予約 

 （ヘッジ対象）外貨建予定

取引 

  (3) ヘッジ方針 

 ヘッジ手段である為替

予約は為替変動相場リス

クを回避する目的で行っ

ており、投機的な取引は

行わない方針にしており

ます。 

   (3) ヘッジ方針 

 ヘッジ手段である為替

予約は為替変動相場リス

クを回避する目的で行っ

ており、投機的な取引は

行わない方針にしており

ます。 

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

 ヘッジ対象の時価変動

額とヘッジ手段の時価変

動額を比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断

しております。 

   (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

 ヘッジ対象の時価変動

額とヘッジ手段の時価変

動額を比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断

しております。 

 



  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

７ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項 

(1) 長期請負工事の収益計

上基準 

 工期が１年超、かつ請

負金額が６億円超の工事

については工事進行基準

によっております。 

 なお、工事進行基準に

よる完成工事高は10,285

百万円であります。 

(1) 長期請負工事の収益計

上基準 

 工期が１年超、かつ請

負金額が３億円以上の工

事については工事進行基

準によっております。 

 なお、工事進行基準に

よる完成工事高は8,487

百万円であります。 

(1) 長期請負工事の収益計

上基準 

 工期が１年超、かつ請

負金額が６億円超の工事

については工事進行基準

によっております。 

 なお、工事進行基準に

よる完成工事高は20,631 

百万円であります。 

    （会計方針の変更） 

 従来、工期が１年超、

かつ請負金額が６億円超

の工事については工事進

行基準によっておりまし

たが、当中間会計期間に

おける新規着工工事よ

り、工期が１年超、かつ

請負金額が３億円以上の

工事については工事進行

基準によることに変更い

たしました。  

 この変更は、国際的な

会計基準の動向と四半期

報告書制度等に対応する

ため、また、平成19年10

月１日の株式會社白石と

の合併による会計方針の

統一を目的として、一層

の期間損益の適正化を図

るものであります。 

 この変更により、従来

の基準によった場合に比

べ、売上高が167百万円

増加し、売上総利益、営

業損失、経常損失及び税

引前中間純損失に与える

影響はありません。  

 

  (2) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。 

(2) 消費税等の会計処理 

同左 

(2) 消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日)を適用して

おります。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、24,688百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

――――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用してお

ります。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、23,460百万円であります。  

  なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間末において、固定負債に区分掲記して

おりました「長期預り保証金」は、金額的重要性がなく

なったため、当中間会計期間末より固定負債の「その

他」に含めて表示しております。なお、当中間会計期間

末の固定負債の「その他」に含まれる「長期預り保証

金」は174百万円であります。 

――――――  



追加情報 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 ――――――  ―――――― （企業結合関係）  

 当社と株式會社白石（以下、白石

といいます。）との企業結合につい

ては、貸借対照表日現在、その主要

条件は合意されておりますが、効力

発生日が到来していないため完了し

ておりません。企業結合におけるパ

ーチェス法を適用した場合の注記事

項（財務諸表等規則第８条の17）の

うち、確定している事項は以下のと

おりであります。 

1 企業結合の概要 

(1) 被取得企業の名称及び事業の内

容 

   被取得企業の名称：株式會社白

石 

    事業の内容：橋梁下部工工事、

一般土木工事の施

工等 

(2) 企業結合を行う主な理由  

   合併により受注の拡大、利益率 

 の改善及び経費の削減を図るこ 

 とで企業価値を高める等を目的 

 としております。 

(3) 企業結合日（予定） 

  平成19年10月1日 

(4) 企業結合の法的形式 

  吸収合併 

(5) 結合後企業の名称  

  オリエンタル白石株式会社 

２ 株式の種類別の合併比率 

 白石の普通株式１株に対し、当社

の普通株式0.3株を割当交付いたしま

す。ただし、白石が所有する白石の

普通株式については割当交付を行い

ません。 

  なお、合併に用いられる本割当て

比率の協議を行うに際しては、両社

はそれぞれ第三者算定機関に割当て

比率の算定を依頼し、当社は大和証

券エスエムビーシー㈱より、白石は

㈱みずほ銀行より、「合併比率算定

書」を受領しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

17,924百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

18,043百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

17,996百万円 

 ２ 保証債務 

(1) 従業員の住宅ローンに対する

保証額 

0百万円 

 ２ 保証債務 

―――――― 

 ２ 保証債務 

―――――― 

(2) 下記の会社のマンション売買

契約手付金の返済について保

証を行っております。 

(2) 下記の会社のマンション売買

契約手付金の返済について保

証を行っております。 

(2) 下記の会社のマンション売買

契約手付金の返済について保

証を行っております。 

㈱マリモ 584百万円

明和地所㈱ 79 

グレイス㈱ 16 

㈱ジャパン 

ホームズ 
64 

㈱パルス 

クリエイト 
2 

㈱マリモ 221百万円

リスト㈱  23 

㈱モアコーポ 

レーション  
53 

明和地所㈱ 104 

㈱夢ハウジング  14 

㈱マリモ 215百万円

明和地所㈱ 116      

㈱ジャパン 

ホームズ 
75 

㈱夢ハウジング 12 

㈱パルス 

クリエイト 
5 

(3) 下記の会社の金融機関からの

借入金について保証を行って

おります。 

――――――  (3) 下記の会社の金融機関からの 

   借入金について保証を行って 

   おります。 

㈱三田ハウジング 61百万円   ㈱三田ハウジング 61百万円

※３ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期

手形が、中間会計期間末残高に

含まれております。 

※３ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期

手形が、中間会計期間末残高に

含まれております。 

※３ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって

決済処理しております。なお、

当期末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形

が、期末残高に含まれておりま

す。  

受取手形 262百万円

支払手形 8 

受取手形 150百万円

支払手形  12  

受取手形 209百万円

支払手形  0  

  ―――――― ※４ 手形債権の一部を譲渡し債権

の流動化を行っております。   

    受取手形流動化による 

債権譲渡高  2,578百万円 

   なお、受取手形の流動化に伴

い、信用補完の目的により支払

留保されている768百万円は、流

動資産「その他」に含めて表示

しております。 

※４ 手形債権の一部を譲渡し債権 

の流動化を行っております。   

    受取手形流動化による 

債権譲渡高   2,826百万円  

      なお、受取手形の流動化に伴

い、信用補完の目的により支払

留保されている722百万円は、流

動資産「その他」に含めて表示

しております。 

※５ 消費税等の処理 

 仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ、流動資

産の「その他」に含めて表示

しております。 

※５ 消費税等の処理 

同左 

  

―――――― 

 



前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※６ 運転資金の効率的な調達を行

うため㈱三井住友銀行等７行と

貸出コミットメントライン契約

を締結しており、総額30億円、

契約期間は平成17年12月から平

成20年12月であります。 

 当中間会計期間末における貸

出コミットメントラインに係る

借入未実行残高等は次のとおり

であります。 

※６ 運転資金の効率的な調達を行

うため㈱三井住友銀行等６行と

貸出コミットメントライン契約

を締結しており、総額30億円、

契約期間は平成18年12月から平

成21年12月であります。 

 当中間会計期間末における貸

出コミットメントラインに係る

借入未実行残高等は次のとおり

であります。 

※６ 運転資金の効率的な調達を行

うため㈱三井住友銀行等６行と

貸出コミットメントライン契約

を締結しており、総額30億円、

契約期間は平成18年12月から平

成21年12月であります。 

 当事業年度末における貸出コ

ミットメントラインに係る借入

未実行残高等は次のとおりであ

ります。 

貸出コミット 

メントの総額 
3,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 3,000 

貸出コミット 

メントの総額 
  3,000百万円

借入実行残高   3,000 

差引額     ― 

貸出コミット 

メントの総額 
3,000百万円

借入実行残高 ― 

差引額 3,000 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 当社の売上高は、通常の営業の

形態として、上半期に比べ下半

期に完成する工事の割合が大き

いため、事業年度の上半期の売

上高と下半期の売上高との間に

著しい相違があり、上半期と下

半期の業績に季節的変動があり

ます。 

 当中間期末に至る一年間の売

上高は、次のとおりでありま

す。 

１     同左 

―――――― 

前事業年度下半期 38,604百万円

当中間会計期間 25,079 

合計 63,683 

前事業年度下半期 40,302百万円

当中間会計期間 20,266 

合計 60,568 

  

２ 減価償却実施額 ２ 減価償却実施額 ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 253百万円

無形固定資産 33 

有形固定資産 278百万円

無形固定資産 69  

有形固定資産 510百万円

無形固定資産 41 

 ―――――― ※３ 特別損失のうち主なもの 

特別退職金等 789百万円

 ―――――― 

 ―――――― ※４ 減損損失 

   当社は、管理会計上の区分を基

準に、工事用資産は支店単位、工

場資産は工場単位、賃貸用資産は

物件単位にグルーピングを行って

おります。 

  これらの資産グループのうち、

公共事業の価格競争激化に起因し

収益性が悪化した資産グループに

ついて帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を特別損失

(減損損失)に計上しております。 

 減損損失の内容は、建物が10百

万円、機械装置が41百万円、土地

が200百万円、その他が17百万円

であります。 

    なお、当該資産グループの回収

可能価額は正味売却価額を使用

し、土地の評価額については主と

して不動産鑑定評価基準により、

また、建物等の減価償却資産につ

いては、コストアプローチによる

見積金額によっております。 

用途 場所 種類 減損損失

 工事用 

資産 

宮城県

加美町

等  

土地・機

械装置等
171 

工場 

資産 

新潟県 

 新潟市 

土地・建

物等  
 99 

 ―――――― 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加    90株 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加    125株 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加    309株 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） 1,554 0 － 1,554 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） 1,555 0 － 1,555 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（千株） 1,554 0 － 1,555 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(借主側) (借主側) (借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末 
残高 

相当額 
(百万円) 

その他の有 
形固定資産 

84 72 12 

合計 84 72 12 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末 
残高 

相当額 
(百万円) 

その他の有 
形固定資産 

163 23 139 

合計 163 23 139 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

(百万円) 

その他の有 
形固定資産 

35 26 9 

合計 35 26 9 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 10百万円

１年超 3 

合計 14 

１年内 31百万円

１年超 110 

合計 141 

１年内 5百万円

１年超 5 

合計 10 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 10百万円

減価償却費 

相当額 
9 

支払利息相当額 0 

支払リース料 17百万円

減価償却費 

相当額 
15 

支払利息相当額 1 

支払リース料 9百万円

減価償却費 

相当額 
8 

支払利息相当額 0 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

  

 （注）１株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 935.92円

１株当たり中間純損失 17.32円

１株当たり純資産額 796.41円

１株当たり中間純損失 77.98円

１株当たり純資産額 889.19円

１株当たり当期純損失 52.72円

潜在株式調整後 

１株当たり 

中間純利益 

 潜在株式調整後

１株当たり中間純

利益については、

１株当たり中間純

損失であり、ま

た、潜在株式がな

いため、記載して

おりません。 

潜在株式調整後 

１株当たり 

中間純利益 

 同左 潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益 

 潜在株式調整後

１株当たり当期純

利益については、

１株当たり当期純

損失であり、ま

た、潜在株式がな

いため記載してお

りません。 

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純損失         

中間(当期)純損失 (百万円) 456 2,057 1,391 

普通株主に 

帰属しない金額 
(百万円) ― ― ― 

普通株式に係る中間(当期) 

純損失 
(百万円) 456 2,057 1,391 

普通株式の期中平均株式数(千株) 26,385 26,384 26,385 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 ――――――  （重要な合併）  

     当社は、平成19年１月26日開催の

取締役会において決議の上、株式會

社白石（以下、「白石」といいま

す。）との間で、平成19年10月１日

を効力発生日とする合併契約書を締

結し、平成19年６月28日開催の白石

の株主総会及び同日開催の当社の株

主総会で承認され、平成19年10月１

日に合併いたしました。 

 １ 被取得企業の名称及び事業の内容

  被取得企業の名称：株式會社白石 

  事業の内容：橋梁下部工工事、一般

土木工事の施工等 

 ―――――― 

   ２ 企業結合を行う主な理由  

    合併により受注の拡大、利益率の

改善及び経費の削減を図ることで企

業価値を高める等を目的としており

ます。 

 ３ 企業結合日 

     平成19年10月１日 

 ４ 企業結合の法的形式 

     当社を合併存続会社、白石を合併

   消滅会社とする吸収合併 

 ５ 結合後企業の名称  

     オリエンタル白石株式会社 

 ６ 取得の対価として交付した株式

の種類、交換比率及びその算定

方法 

 白石の普通株式１株に対し、

当社の普通株式0.3株を割当交付

いたしました。ただし、白石が

所有する白石の普通株式につい

ては割当交付を行っておりませ

ん。合併交付金の支払いはあり

ません。なお、合併に用いられ

る本割当て比率の協議を行うに

際しては、両社はそれぞれ第三

者算定機関に割当て比率の算定

を依頼し、当社は大和証券エス

エムビーシー㈱より、白石は㈱

みずほ銀行より、「合併比率算

定書」を受領しております。 

 



 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   ７ 合併により交付した株式数 

   当社自己株式による交付 

           1,554,900株 

    新株式発行による交付 

                      5,254,920株 

 ８ 被取得企業の取得原価及びその内

   訳 

  ・被取得企業の取得原価 

             2,868百万円 

  ・取得原価の内訳 

    取得の対価として交付した株式の

    価額            2,748百万円  

   取得に直接要した費用の額 

                120百万円 

 ９ 被取得企業の直近中間会計期間

末の資産、負債及び純資産(平成

19年９月30日現在)の状況は次の

とおりであります。    

    流動資産     33,706百万円 

   固定資産     6,500 

   資産合計     40,206 

   流動負債       36,936 

   固定負債       3,194 

   負債合計       40,131  

   純資産合計         75 

   負債純資産合計 40,206  

 

 ――――――  (自己株式の取得) 

   当社は平成19年12月５日開催の取

締役会において、会社法第165条第

３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、

下記のとおり自己株式を取得するこ

とを決議いたしました。 

 １ 自己株式の取得を行う理由 

   経営環境の変化に対応した機動

的な資本政策の遂行を可能にする

ためであります。 

 ２ 取得の内容 

 (1) 取得する株式の種類 

   当社普通株式 

 (2) 取得する株式の総数 

   1,000,000株(上限) 

 (3) 株式の取得価額の総額 

   500百万円(上限) 

 (4) 取得の方法 

    東京証券取引所の立会内市場にお

ける証券会社内「取引一任勘定取

引」 

 (5) 取得する期間 

 平成19年12月６日～平成20年５月31日

 ―――――― 



前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 ――――――  (コミットメントライン) 

   当社は平成19年９月28日付（コミ

ット期間開始日:平成19年10月１日)

で、運転資金の効率的な調達を行う

ため、短期コミットメントライン85

億円及びコミット型シンジケートロ

ーン50億円を締結しております。 

 提出日現在のコミットメントライ

ンに係る借入未実行残高等は次のと

おりであります。 

貸出コミット 

メントの総額 
 13,500百万円

借入実行残高  12,530 

差引額     970 

 ―――――― 



(2）【その他】 

（中間配当） 

平成19年11月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(1) 中間配当による配当金の総額………………………………………………145,116,057円 

(2) １株当たりの額………………………………………………………………５円50銭 

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日…………………………………平成19年12月10日 

 （注） 平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。 

（重要な訴訟事件等） 

 当社は、公正取引委員会から国土交通省関東地方整備局、同近畿地方整備局及び福島県が発注するプレストレス

ト・コンクリート橋梁の入札の件につき、平成16年10月15日付で他の建設会社22社とともに排除勧告を受けまし

た。同排除勧告について当社は不応諾とし、現在、公正取引委員会において審判係属中であります。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第55期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月28日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年10月24日関東財務局長に提出 

 事業年度 第55期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

(3) 有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年11月16日関東財務局長に提出 

 株式會社白石の事業年度 第69期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)の有価証券報告書に係る訂

正報告書であります。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成18年12月15日

オリエンタル建設株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 桃崎 有治  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 國井 泰成  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオリエ

ンタル建設株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、オリエンタル建設株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成19年12月14日

オリエンタル白石株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 桃崎 有治  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 國井 泰成  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるオリエンタル白石株式会社（旧社名：オリエンタル建設株式会社）の平成19年４月１日から平成20年３月31日まで

の連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、オリエンタル白石株式会社（旧社名：オリエンタル建設株式会社）及び連結子会社の平成19年９月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４会計処理基準に関する事項(7)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項①長期請負工事の収益計上基準に記載されているとおり、従来、会社は工期が１年

超、かつ請負金額が６億円超の工事については工事進行基準によっていたが、当中間連結会計期間における新規着工

工事より、工期が１年超、かつ請負金額が３億円以上の工事については工事進行基準によることに変更した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年10月１日に株式會社白石と合併した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成18年12月15日

オリエンタル建設株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 桃崎 有治  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 國井 泰成  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオリエ

ンタル建設株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第55期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、オリエンタル建設株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成19年12月14日

オリエンタル白石株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 桃崎 有治  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 國井 泰成  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるオリエンタル白石株式会社（旧社名：オリエンタル建設株式会社）の平成19年４月１日から平成20年３月31日まで

の第56期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中

間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、オリエンタル白石株式会社（旧社名：オリエンタル建設株式会社）の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日

をもって終了する中間会計期間（平成19月4月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

追記情報 

１．中間財務諸表作成の基本となる重要な事項７その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項(1)長期請負工

事の収益計上基準に記載されているとおり、従来、会社は工期が１年超、かつ請負金額が６億円超の工事については

工事進行基準によっていたが、当中間会計期間における新規着工工事より、工期が１年超、かつ請負金額が３億円以

上の工事については工事進行基準によることに変更した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年10月１日に株式會社白石と合併した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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